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１．はじめに
人類史の中で非道・残虐行為が何度も繰り返されてきたという認識は、日本だ
けにとどまらず、全世界的に共通している。たとえば、トリフテラーによ
(１)
れば、
隷属、追放および絶滅といった蛮行については、十字軍やアルメニア人大虐殺を
想起してみれば、そうした認識が裏づけられるという。しかしながら、こうして
繰り返されてきた惨劇に対する国際社会の反応については、現在から100年程度
前には軍事的・政治的なものにとどまっており、刑法上の答責性追求に関する考
慮は十分になされてこなかった。さらに、第一次世界大戦後に、そうした答責性
追求の尽力はなされてきたものの、初めて功を奏したのは第二次世界大戦後であ
った。いわゆるニュルンベルク・東京両軍事裁判のときには、民族謀殺行為は
「国際法」により処罰可能であるという見解は存在していたものの、第二次世界
大戦中の民族謀殺行為の刑事責任については、国内法廷の援助なくしては十分に
問い得なかったが、それに関しても成功したとはとても言いがたいことが多々含
まれていたことは否めないであろう。そうした背景のもとで、民族謀殺行為のよ
うな国際社会の平和を危険にさらす行為について、国際法である条約を整備し国
際刑事裁判による責任追及のための動きが生じたのである。
こうした機運の中で採択・発効されたいわゆるジェノサイド条約では、トリフ
テラーによ
(２)
れば、いわゆる中核犯罪としての大量殺害行為と、普通犯罪としての
殺人行為を峻別することに関心が集まり、それは、行為客体の限定および所定の
動機・目的設定という二つのメルクマールを設けることによって、試みられたと
いう。すなわち、前者については、保護集団を国民、民族、人種または宗教集団
に限定し、一方で後者の動機・目的については、大量殺害行為には、国民、民
族、人種または宗教集団自体の一部又は全部を破壊する意思を要するというもの
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である。前者については、政治集団や社会集団も含めるべきではないかという議
論があったものの、両集団は保護集団には結局のところ採用されずに、これら二
つのメルクマールは、ICTYおよび ICTR両規程を経て、ローマ規程にそのま
ま踏襲さ
(３)
れた。
ジェノサイド条約が採択・発効されてから50年以上経過したものの、ICTYお
よび ICTRといったアドホック法廷創設以前は、民族謀殺による訴追について
の実務上の意義は乏しかったものの、両アドホック法廷にて判例が生成された
後、解釈論上の問題が噴出してきたように思わ
(４)
れる。とりわけ、先ほど言及した
二つのメルクマールのうちの後者、すなわち、「国民、民族、人種または宗教集
団自体の一部又は全部を破壊する意思」をめぐっては、後述するローマ規程の
「犯罪の諸要素」との関連で、解釈論上の論点がある、とトリフテラーは指摘し
ている。
本稿の主目的は、このトリフテラー論文の紹介にあるが、トリフテラー論文が
扱う範囲は今までに述べたことだけにとどま
(５)
らず、さらに解釈論に特化した範囲
にもとどまらない。具体的には、管轄権や規程改正などについての言及も多分に
含まれている。さらに、このトリフテラー論文には、啓蒙的記述と解される部分
も存するように思われる。そこで、紙幅の都合だけでなく、現在の日本ではロー
マ規程に関して手続法に重点を置いた知識がある程度は根づいてきたと思われる
ことに鑑
(６)
みて、本稿では、トリフテラー論文の中の解釈論に関連する部分を中心
とする紹介にとどめることにする。
２．トリフテラーによる問題提起・見解
民族謀殺における集団自体の全部又は一部破壊意思は、所定の行為像の実現が
集団自体の破壊という結果の達成に間接的にあるいは直接的に寄与するはずであ
るともくろまれていなければならない。それゆえに、所定の行為が保護集団に所
属する構成員に対して遂行されることに
(７)
なる。すなわち、民族謀殺は、「殺害に
よる民族謀殺」という純粋惹起犯を例に挙げるな
(８)
らば、保護集団所属の構成員と
いう個人の生命という個人法益の侵害を経由して遂行されるのである。この点に
ついて、トリフテラーは、従来までの学説が保護法益を「社会的単位」としての
集団であるとしてきたことは狭きに失するとして批判して
(９)
いる。すなわち、トリ
フテラーは、刑事政策的観点から、民族謀殺が二つの法益に向けられていると解
することを有意義であるとして
(10)
いる。
さらに、トリフテラーは、保護集団及びその構成員の意義についても言及して
いる。すなわち、これに関して、ICTRのアカイエス事件判決において、「恒久
早法83巻２号（2008）182
的な仕方で構成された安定集団及び生まれながら決定された構成員」とされたの
であ
(11)
るが、トリフテラーは「人が中に組み込まれる集団ではなく、宗教共同体の
ように、自由意志でもって入会できる集団も保護される」と批判して
(12)
いる。すな
わち、アカイエス事件判決によれば、自発的に脱会可能な宗教集団は保護集団か
ら除外されるという帰結になり、妥当ではないというのである。また、保護集団
所属の構成員は複数人であることを要するかという問題については、ドイツ連邦
裁判所による問題提起に資するところが大きいと評価している。
ローマ規程の解釈にあたり、その手引きとして「犯罪の諸要素」が認められて
い
(13)
るが、「犯罪の諸要素」があるからといって、ただちに解釈論上の問題がすべ
て氷解するというものではない。むしろ、あらたに解釈論上の問題が生じてしま
うということもあり、これに関して、トリフテラーによる指摘があるが、ここで
は、ふたつの問題提起を概観することにする。
ひとつは、解釈上の手引きである認められているとはいえ、「犯罪の諸要素」
がローマ規程の文言解釈の観点から整合的ではないのではないかという問題で
(14)
ある。具体的には、ローマ規程６条 a（殺害による民族謀殺）に対する「犯罪の諸
要素」４項は、「実行行為が、その集団に対して向けられた明らかに同様な行為
類型の状況で遂行された。または、実行行為がそれ自体、そうした破壊をもたら
しうるものであった」と書かれており、さらに、その４項内の文言に関する注釈
として、以下のような記述もある。それは、「『状況で』という文言には、明らか
な類型における最初の行為も含まれる。『明らかな』という文言は、客観的性質
である。」というものである。これらを組み合わせて考慮すると、以下のように
なるであろう。すなわち、「集団に対して向けられた客観的に同様な行為類型の
状況において遂行された最初の行為は、実行行為になる」というものになろう
が、これは文言解釈上問題があろうという指摘である。
もうひとつは、ローマ規程６条で定められた「国民、民族、人種または宗教集
団自体の一部又は全部を破壊する意思」を故意に解消すべきか、いわゆる超過的
内心傾向として目的とすべきかという問題であり、具体的には以下のとおりで
(15)
ある。ローマ規程６条 a（殺害による民族謀殺）に対する「犯罪の諸要素」３項に
は、「行為者が、国民、民族、種族または宗教集団をそれ自体として全部または
一部を破壊することを意図した」とあり、これ自体ローマ規程内の規定と近似し
ていることから問題は皆無であるが、先述した４項の「実行行為がそれ自体、そ
うした破壊をもたらしうるものであった」という箇所である。故意の認識対象の
ひとつを実行行為とする見解によれば、実行行為が集団自体の全部または一部を
破壊する危険性を有していなければならない以上、「国民、民族、人種または宗
教集団自体の一部又は全部を破壊する意思」は故意に解消されることになろう。
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しかし、「国民、民族、人種または宗教集団自体の一部又は全部を破壊する意思」
における「意思」を「目的 (Absicht）」と翻訳する場合には、「故意 (Vorsatzt）」
に解消するには問題が生じるであろ
(16)
うが、トリフテラーは、この点について、
「国民、民族、人種または宗教集団自体の一部又は全部を破壊する意思」におい
ては「目的」において重視される意思的側面がほとんど問題にならないことに鑑
(17)
みて、故意解消の立場に好意的な見解をもって
(18)
いる。
３．おわりに
本稿は、トリフテラーが提起した様々な問題のうち、解釈論上の問題を中心に
概観・紹介した。その中でも、とりわけ、「国民、民族、人種または宗教集団自
体の一部又は全部を破壊する意思」という犯罪要素をめぐる議論については、オ
ーストリアが、「故意」（５条１項）だけでなく、「目的」（５条２項）についても
（国内）刑法典内に定義規定をもつことに鑑みれば、「目的」についての定義規定
をもたず、その概念・構造などを解釈論に一任する日本の刑法学に対して、多分
に示唆に富むものであろう。しかしながら、これに関する考察については、本稿
が紹介論文であることから、他稿に委ねなければならない。
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